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（単位：千円）
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メールアドレス
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  1,525,482  1,510,082  698,377  452,750  358,955  15,400 - 

1 単 － 通常交付金

感染症対策
用品購入
（福利厚生
費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 601 601 601 

①市庁舎内での新型コロナウイルス感染症予防対策のため、消
毒液等の対策用品を配付し、感染拡大防止を図る。
②感染症対策消耗品の購入
③速乾性手指消毒用アルコール　500ml
　　20本×748円＝14,960円
　 速乾性手指消毒用アルコール　5ℓ
　　100本×5,500円＝550,000円
　 ビニール手袋　１箱×18,700円＝18,700円
　 塩素系漂白剤　60本×275円＝16,500円
④市庁舎各所属47か所

－ － － － R4.4 R5.3 購入した感染症対策消耗品を市
庁舎47か所へ配付

市HPで周知 R4当初（地）

2 単 － 通常交付金

手続ナビシス
テムの導入
（庁内情報化
推進事業費）

○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 8,703 8,703 8,703 

①新型コロナウイルス感染症対策として、各窓口での申請手続
き等において、窓口に設置するタブレット端末及び市民のスマー
トフォン等の機器を利用し、電子的に申請・届出を受付を行うこと
で、窓口事務の効率化・高度化、及び窓口混雑の緩和を図り、コ
ロナ禍における安心・安全な手続きを目指す。
②システム構築委託料・システム利用料
③手続ナビシステム等構築委託　6,657千円
　手続ナビシステム利用料　　　2,046千円
　（手続ナビシステム利用料　341千円/月　×　6ヶ月分）
④申請手続きをする市民

－ － － － R4.5 R5.3 電子化する申請書数20帳票
市公式ホームページや市政だより
などで広報する。

R4当初（地）

3 単 － 通常交付金

自治体専用
チャットサービ
ス経費（庁内
情報化推進
事業費）

○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 5,313 5,313 5,313 

①新型コロナウイルス感染症対策として、職場密度を削減し、感
染拡大防止を図るため、サテライトオフィスや在宅での勤務時に
おけるコミュニケーションツールとして、チャットサービスを導入す
る。
②チャットサービスの使用料
③チャットサービスの使用料 5,313千円（350円×1,150ライセンス
×12月×1.1）
④庁内全職員

－ － － － R4.4 R5.3 ライセンス使用率90%以上 市ホームページ R4当初（地）

4 単 － 通常交付金

Zoomライセ
ンスサービ
ス経費（庁
内情報化推
進事業費）

○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 1,370 1,370 1,370 

①新型コロナウイルス感染症対策として、職場密度を削減し、各
会議における感染拡大防止を図るため、ビデオ会議システム
ツールとして、インターネットを通じたWEB会議サービスのライセ
ンスを更新する。
②ビデオ会議システム使用料
③ビデオ会議システム使用料  1,369,500円
　（Zoom Meeting ビジネス 10ライセンス×1、
　 Zoom Meeting ビジネス 追加ライセンス×20）
④庁内全職員

－ － － － R4.4 R5.3 開催ミーティング数 900件 市ホームページ R4当初（地）

5 単 － 通常交付金

庁内無線アク
セスポイント
整備（庁内情
報化推進事
業費）

○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 1,501 1,501 1,501 

①新型コロナウイルス感染症対策として、全所属に無線LAN-
APを導入し、各職員のパソコンを無線で接続できるようにする。
庁舎内で各職員が自由に端末を持ち運びできるようにし、コロナ
禍におけるリモート会議やペーパーレス会議等の活用促進を図
る。
②無線LANアクセスポイント借上料
③682,000円×1.1×2月
④庁内全職員

－ － － － R4.8 R5.3 公共施設（職員配置）の無線LAN
配備100％

市ホームページ R4当初（地）

6 単 － 通常交付金

庁内タブレット
パソコン整備
（庁内情報化
推進事業費）

○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 1,699 1,699 1,699 

①新型コロナウイルス感染症対策として、各所属に1台程度タブ
レットパソコンを配備する。庁舎内に整備した無線LAN-APに接
続可能にするほか、セキュリティ対策を実施したWiFiルータをセッ
トで貸与することで、コロナ禍におけるテレワーク等での活用も
可能とする。
②タブレットパソコン借上料
③386,000円×1.1×4月
④庁内全職員

－ － － － R4.7 R5.3 庁内所属への配備率100％ 市ホームページ R4当初（地）

7 単 － 通常交付金

市政だより挟
み込み及び
新聞折込広
報紙による啓
発（広報発刊
費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 4,160 4,160 4,160 

①新型コロナウイルス感染症に係る情報については、市ホーム
ページやＳＮＳを活用し、迅速な情報提供を行っている。一方、イ
ンターネット環境がない市民に対しては、毎月の市政だよりの配
布や公共施設へのポスターの掲示等で対応しているが、迅速な
情報提供が難しい状況にある。新型コロナウイルス感染症対策
として、紙媒体による臨時的な広報を行うことにより、緊急的な
情報発信に迅速に対応し、市民の不安解消を図る。
②市政だより挟み込み印刷や新聞折込チラシ等の印刷に要する
経費、印刷物の配布委託に要する経費
③【印刷費】3,198千円
市政だより挟み込み印刷（52,700部×＠0.8円×4頁×12回×1.1
＝2,226,048円）、新聞折込みチラシ印刷（3.980円（チラシ1枚単
価）×1頁×37,000部×6回×1.1＝971,961円）
【配布委託料】962千円
新聞折込みチラシ配布委託（4.1円（配送単価）×35,550部×6回
×1.1＝961,983円）
④市民

－ － － － R4.4 R5.3

・市政だより挟み込み回数…
52,700部×4頁×12回
・新聞折込みチラシ回数…37,000
部×6回

広報紙等により周知 R4当初（地）

8 単 － 通常交付金

感染症対策
用品購入（庁
舎管理費）
（当初分）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 215 215 215 

①市庁舎における新型コロナウイルス感染症対策として、必要と
なるアルコール消毒液等を購入して配置する。
②アルコール消毒液等の購入に要する経費
③アルコール消毒液：＠4,550円×24個×1.1＝120,120円
　泡ハンドソープ：＠5,720円×15個×1.1＝94,380円
④市庁舎

－ － － － R4.4 R5.3
配置する感染対策消耗品
アルコール消毒液 24本
泡ハンドソープ15箱

市ホームページ R4当初（地）

9 単 － 通常交付金

中山間地域
生活支援シス
テム改修等
（地域振興
費）

○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 1,430 1,430 1,430 

①市内中山間地域の大戸地区において、ICTを活用した地域内
の情報共有や防災機能を備えた生活支援システムを構築し、新
型コロナウイルス感染症対策として、３密を回避しながら地域活
動の推進によるコミュニティの維持・活性化を図る。
②中山間地域生活支援システム（おおとチャンネル）構築費用、
各地区集会所への回線整備費用
③システム構築費用：1,100千円、集会所への回線設置費用330
千円
④大戸地区住民　1,329人（R4.4.1）

－ － － － R4.4 R5.3
タブレット端末設置地区：１４地区
スマートフォン向けアプリ利用者
数：４００人

地区全戸への広報誌配布、地域
運営組織のHP、SNSでの広報、地
区説明会の開催

R4当初（地）

10 単 － 通常交付金

タクシーデリ
バリーサービ
ス構築補助金
（地域公共交
通活性化事
業費）

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 1,712 1,712 1,712 

①新型コロナウイルス感染症対策として、福島大学吉田研究室
と連携し、タクシー事業者及び飲食店等と取り組んできた「タク
シーを活用したデリバリーサービス」の利用増加を図ることで、新
型コロナウイルスの感染拡大により、経営が悪化しているタク
シー事業者及び飲食店等を支援するととともに、令和５年度以降
の事業の自走を見据えた仕組みを構築する。
②「タクシーを活用したデリバリーサービス」の普及・定着に要す
る経費
③タクシーデリバリーサービス構築事業補助金：480千円、事務
費等：1,232千円（チラシ・のぼり旗製作費704千円、消耗品費155
千円、ポスティング手数料373千円）
④本事業への参加タクシー事業者

－ － － － R4.4 R5.3 利用件数：100件/月

・専用HP及び市HPの更新
・チラシのポスティング
・のぼり旗の製作・設置
・店舗での積極的呼びかけ

R4当初（地）

11 単 － 通常交付金

投票用紙読
取分類機購
入（一般事務
費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 4,125 4,125 4,125 

①選挙時の開票所における新型コロナウイルス感染症対策とし
て、感染症拡大防止を図るため必要な機器を購入し、事務従事
者の削減と作業時間の短縮による感染拡大防止を図る。
②③備品購入費　4,125千円
・投票用紙読取分類機　1台×3,080千円
・読取分類機増設ユニット　1台×1,045千円
④開票所

－ － － － R4.4 R5.3

開票所における感染対策に取り組
むための機器購入数
・投票用紙読取分類機　1台
・読取分類機増設ユニット　1台

市HPで周知 R4当初（地）

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

0242-39-1201 547,382                                                                                                   

kikaku@city.aizuwakamatsu.lg.jp

通常分
既配分額（国のR3予算）

通常分　今回配分予定額
（国のR3予算）

通常分
既配分額（国のR4予算）

358,955                                                           

358,955                                                           

重点交付金分
既配分額（国のR4予算）

重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算）

重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算）

交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

327,822                                                                                                   

15,400                                                             

698,377                                                           

通常分　配分予定額計
（国のR3予算）

通常分　配分予定額計
（国のR4予算）

452,750                                                           

452,750                                                           

-                                                                    

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称 総事業費

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

Ｃ ＤＢ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

事業
終期

事業
始期

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

移替先

122,100                                                                                                   

予算区分
個人を対象
とした給付

金等
基金

特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

1,382,156                                                                                                

配分予定額計

-                                                                                                            

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算）

688,033                                                                                                   

18,551                                                                                                     

366,301                                                                                                   

交付限度額計

327,822                                                                          

688,033                                                                          

366,301                                                                          

327,822                                                                          

682,977                                                           

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）

地方単独事業費

国庫補助事業費

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）

地方単独事業費

国庫補助事業費

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）

地方単独事業費

交付金の区
分

種類

福島県

会津若松市

07202

企画調整課

廣瀬光

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

担当部局課名

担当者氏名

Ｎｏ

内
閣
府
利
用
欄

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付対象経費

1,382,156                                                                        

総務省

339,631                                                                          

283,262                                                                          

-                                                                                    

348,402                                                                          

83,039                                                                            小計　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称 総事業費

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

Ｃ ＤＢ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

事業
終期

事業
始期

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

予算区分
個人を対象
とした給付

金等
基金

特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付金の区
分

種類Ｎｏ

内
閣
府
利
用
欄

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

12 単 － 通常交付金

障がい者ＰＣ
Ｒ検査事業
（障がい者総
合支援給付
費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 110 110 110 

①障がい者施設に新たに入所する希望者に対して、新型コロナ
ウイルス感染症対策としてＰＣＲ検査を実施し、施設内での感染
発生リスクを軽減する。
②ＰＣＲ検査に要する経費
③ＰＣＲ検査委託料110千円（5名×22,000円）
④新たな障がい者施設に入所する障がい者

－ － － － R4.4 R5.3 検査件数：5件
計画相談支援専門員への周知
市ホームページにより周知

R4当初（地）

13 単 － 通常交付金

感染症対策
用品購入（地
域生活支援
事業費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,227 1,227 1,227 

①新型コロナウイルス感染症対策として、障がい者の日中一時
支援事業所における感染防止用品等の整備し、事業所内での
感染発生リスクを軽減する。
②感染防止用品等に要する経費
③不織布マスク　64千円（＠5.5円×1,500枚×1.1×7事業所）、
フェイスシールド　32千円（＠340円×12セット×1.1×７事業所）、
ニトリル手袋　123千円（＠1,000円（百枚入り）×16箱×1.1×７事
業所）、除菌用アルコール消毒液　221千円（＠3,595円×8本×
1.1×７事業所）、ペータータオル　38千円（＠2,475円（2百枚×30
個）×2箱×1.1×7事業所）、手指用アルコール消毒液（アルフ
ペットα）　749千円（＠4,050円×24本×1.1×7事業所）
④日中一時支援事業所

－ － － － R4.8 R4.9 感染対策消耗品の配置施設数7
施設

対象事業所への周知及び感染防
止依頼
市ホームページにより周知

R4当初（地）

14 単 － 通常交付金

會津風雅堂
地区敬老事
業経費（敬老
事業費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 2,994 2,994 2,994 

①多くの高齢者の集う敬老会の実施にあたり、新型コロナウイ
ルス感染症対策として、事前申込制を採用することで十分な感
染対策を講じ、安全・安心な開催を目指す。
②事前申込制を採用することで新たに必要となる経費
③郵券代1,012千円、通知書作成委託料1,982千円
④9月15日現在、市内に住所を有する75歳以上の高齢者のう
ち、中央部在住の方。

－ － － － R4.5 R4.9 800人を上限に対象者を招待し、
敬老会を開催：1回

・全対象者への個別案内
・市政だよりへの記事掲載
・コミュニティFMによる周知

R4当初（地）

15 単 － 通常交付金
高齢者ＰＣＲ
検査事業費

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 3,300 3,300 3,300 

①新型コロナウイルス感染症対策として、高齢者施設に入所す
る高齢者のうち希望者に対してＰＣＲ検査を実施し、施設内での
感染発生リスクを軽減する。
②PCR検査に要する経費
③PCR検査委託料3,300千円（150人×22，000円）
④高齢者施設への新規入所者のうち検査を希望する高齢者

－ － － － R4.4 R5.3 検査人数150人

高齢者施設及び包括支援セン
ター、居宅介護支援事業所等への
事業周知など
市ホームページ

R4当初（地）

16 単 － 通常交付金

感染症対策
用品購入（公
立保育所運
営費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 318 318 318 

①保育所の利用児童等における新型コロナウイルス感染症対
策として、に必要となる消耗品を購入し、感染拡大防止を図る。
②消耗品費
③消耗品費318千円
・アルコール消毒液　9,720円×6缶＝58,320円
・塩素系消毒液　14,000円×6缶＝84,000円
・手洗用石鹸液　5,225円×3缶＝15,675円
・アルコール配合除菌ウエッティ　550円×36箱＝19,800円
・ペーパータオル　7,040円×6箱＝42,240円
・使い捨て手袋  32,340円×3箱＝97,020円
④中央保育所

－ － － － R4.4 R5.3 感染拡大防止対策消耗品の配置
施設数：1施設

児童及び保護者が登所の際に感
染用物品の利用案内など。
市ホームページ

R4当初（地）

17 単 － 通常交付金

中央保育所
保育室流し台
温水化工事
等（公立保育
所運営費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 2,220 2,220 2,220 

①保育所の利用児童等における新型コロナウイルス感染症対
策として、給湯設備を設置し、冬期間においても手を傷めずにこ
まめに手洗いができる環境を整備する。
②2階保育室流し台温水化工事
　　給食室手洗場温水化工事
③2階保育室流し台温水化工事　 1,500千円
　　給食室手洗場温水化工事　 　　　720千円
④中央保育所

－ － － － R4.4 R5.3

手洗い環境の整備箇所数
保育室　4ケ所
給食室　1ケ所

児童及び保護者が登所の際に給
湯設備の利用案内など。
市ホームページ

R4当初（地）

18 単 － 通常交付金

広田保育所
保育室及びト
イレ手洗場給
湯設備設置
（公立保育所
運営費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 2,930 2,930 2,930 

①保育所の利用児童等における新型コロナウイルス感染症対
策として、給湯設備を設置し、冬期間においても手を傷めずにこ
まめに手洗いができる環境を整備する。
②保育室及びトイレ手洗場給湯設備設置工事
③保育室及びトイレ手洗場給湯設備設置工事　 2,930千円
④広田保育所

－ － － － R4.4 R5.3
手洗い環境の整備箇所数
保育室　4ケ所
トイレ　　2ケ所

児童及び保護者が登所の際に給
湯設備の利用案内など。
市ホームページ

R4当初（地）

19 単 － 通常交付金

西七日町児
童館電気給
湯設備設置
（児童館運営
費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,160 1,160 1,160 

①施設の利用児童等における新型コロナウイルス感染症対策と
して、給湯設備を設置し、冬場でもこまめに手洗いができる環境
を整備する。
②ホール手洗場給湯設備設置工事
③ホール手洗場給湯設備設置工事　 1,160千円
④西七日町児童館

－ － － － R4.4 R5.3 手洗い環境の整備箇所数
ホール　　1ケ所

児童及び保護者が登所の際に給
湯設備の利用案内など。
市ホームページ

R4当初（地）

20 単 － 通常交付金

医療従事者
への宿泊費
用支援（感染
症対策費）

○
③-Ⅰ-１．医療提供

体制の強化
○ － 2,520 2,520 2,520 

①新型コロナウイルス感染症対策として、医療従事者へ宿泊場
所を提供した宿泊事業者へ、宿泊費用の一部を助成すること
で、医療従事者の費用負担の軽減、及び身体的・精神的な負担
軽減を図る。
②宿泊支援助成金
③宿泊支援助成金
6,000円（宿泊費5,000円＋諸経費1,000円）×35泊×12月＝2,520
千円
④宿泊事業者

－ － － － R4.4 R5.3

新型コロナウイルス感染症にかか
る入院や診療・検査に対応する医
療従事者ののべ宿泊利用数420
泊

市内宿泊施設に照会し、医療従事
者の受け入れの協力が得られた
宿泊施設について、新型コロナウ
イルス感染症の診療・検査等を行
う医療機関の医療従事者に周知等
を実施。
市ホームページ

R4当初（地）

21 単 － 通常交付金
感染症対策
用品購入（斎
場運営費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 347 347 347 

①斎場における新型コロナウイルス感染症対策として、必要な
物品の購入
②感染防止用品
③消毒用アルコール＠5,000円×20本×1.1＝110,000円
　防護服セット＠2,400円×50組×1.1＝132,000円
　フェイスシールド＠300円×250個×1.1＝82,500円
　マスク＠500円×40箱×1.1＝22,000円
④斎場

－ － － － R4.4 R5.3 斎場に配置する感染防止対策消
耗品一式

施設内での掲示や周知など
市ホームページ

R4当初（地）

22 単 － 通常交付金

家庭系ごみ収
集運搬業務
継続支援事
業補助金（廃
棄物収集運
搬処理費）

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 5,459 5,459 5,459 

①新型コロナウイルス感染症対策として、事業者内に感染者が
出た場合など感染症拡大時にあっても、家庭系ごみ収集運搬業
務の業務継続を図り、衛生的な生活環境を保持するため、家庭
系ごみ収集運搬業務の業務継続体制の構築に取り組む受託者
に対し、補助金を交付するもの。
②家庭系ごみ収集運搬車両のＧＰＳ情報を活用し、車両の運行
管理を可能とするシステムの利用料に相当する経費。
③家庭系ごみ収集運搬業務継続支援事業補助金　5,459千円
（システム使用料、クラウド利用料、タブレットライセンス費用、タ
ブレットレンタル費用など）
④市が発注する次の家庭系ごみ収集運搬業務の受託者
⑴　燃やせるごみ収集運搬業務委託
⑵ 燃やせないごみ収集運搬業務委託
⑶ 資源ごみ回収業務委託
⑷ 資源ごみ回収及びびん回収容器配付業務委託

－ － － － R4.4 R5.3

家庭系ごみ収集運搬業務の業務
継続が可能な体制を構築するた
めの、業務継続計画又は業務継
続マニュアル等の書類の作成（３
社分）

市ＨＰやごみ情報紙 R4当初（地）

23 単 － 通常交付金

農地台帳シス
テムデータ等
整備事業（機
構集積支援
事業費）

○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 957 957 957 

①新型コロナウイルス感染症対策として、農水省の農業DXへの
対応等を踏まえ、既存システムに格納されている農地・農家デー
タを全国農地ナビシステムに対応した形式に整備することで、窓
口等による接触機会の低減を図り、データを閲覧できるようにな
るなど、コロナ禍における安全・安心な利用を目指す。
②農地台帳システムデータ等整備業務委託
③農地台帳システムデータ等整備業務委託957千円
④農業委員会事務局

－ － － － R4.4 R5.3 システム構築一式
国や県、農業会議などの関係機関
とHP等で周知

R4当初（地）

24 単 － 通常交付金

飼料用米緊
急転換推進
補助金（水田
利活用推進
事業費）

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 72,506 72,506 72,506 

①新型コロナウイルス感染症対策として、感染症拡大に起因す
る飲食店・宿泊施設等の利用者の減少・休業に伴う業務用米需
要減により、令和３年産米を含めて供給過剰の状況であること
から、生産目安面積の達成に向け、主食用米から飼料用米（一
般品種）へ転換し、出荷する農業者及び集荷業者に対して支援
を行う。
②飼料用米緊急転換推進補助金及び事務費（郵券代）
③○飼料用米緊急転換推進補助金：72,327千円
【生産者支援分】12,000円/10ａ×556ha＝66,720千円
令和３年産主食用米作付面積－令和４年産米の生産目安面積+
令和３年飼料用米（一般品種）取組面積を対象面積（計556ha）
に補助単価（12,000円/10ａ）を乗じた。
【集荷業者助成分】556ｈａ×605kg/10a×100円/60kg＝5,607千
円。対象面積（計556ha）に令和４年産地域の合理的な単収
（605kg/10a）を乗じて算出した集荷量に助成単価（100円/60kg）
を乗じた。
○事務費（郵券代）：179千円
事業周知：1,725人（水稲作付け者数）×@84円＝144,900円、申
請書・交付決定通知送付：200人×@84円×２回＝33,600円
④【生産者】令和４年産米を飼料用米（一般品種）として出荷した
者。【集荷業者】需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要

－ － － － R4.4 R5.3
令和４年産米の生産目安面積を
達するための飼料用米（一般品
種）作付け必要面積：556ha

農事組合長を通じ、事業内容を掲
載した通知文を全農家へ配布する
など。
市ホームページ

R4当初（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称 総事業費

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

Ｃ ＤＢ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

事業
終期

事業
始期

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

予算区分
個人を対象
とした給付

金等
基金

特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付金の区
分

種類Ｎｏ

内
閣
府
利
用
欄

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

25 単 － 通常交付金

収入保険加
入促進事業
補助金（農業
担い手支援
事業費）

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 8,846 8,846 8,846 

①新型コロナウイルス感染症対策として、感染症拡大に起因す
る飲食店・宿泊施設等の利用者の減少・休業等により業務用米
の需要が減少し、大幅な米価下落を引き起こすなど、感染症の
影響の長期化は本市生産者の経営基盤に大きな打撃を与え、
営農継続が懸念される。
このことから、生産者の経営の安定を図り、本市農業を持続的な
産業とするため、農業保険法に基づく収入保険制度の加入に係
る保険料の一部を補助することで、当該制度への加入の促進を
図る。
②収入保険加入促進事業補助金及び事務費（郵券代）
③○収入保険加入促進事業補助金：8,764千円
（本市収入保険既加入者の平均保険料87,415円×1/2）×
（（令和２年本市青色申告農業者739人×1/2）-収入保険既加入
者169人）
※青色申告者の半数が収入保険加入を目標
○事務費（郵券代）：82千円
事業周知：570人（本市青色申告農業者739人-収入保険既加入
者169人）×@84円＝47,880円、申請書・交付決定通知送付：201
人（（本市青色申告農業者739人×1/2）-収入保険既加入者169
人）×@84円×２回＝33,768円
④新たに令和５年を保険期間とする収入保険に令和４年度中に
加入する者：対象者数を約200名と想定

－ － － － R4.4 R5.3

新たに令和５年を保険期間とする
収入保険に令和４年度中に加入
する者の数（下記の③）
①令和２年分青白申告者：739名
②令和３年末時点で既に収入保
険に加入している者：169名
③②×1/2-③＝200.5名
※収入保険の加入要件である青
色申告者中の半分が収入保険へ
新規加入することを目標として設
定

農事組合長を通じ、事業内容を掲
載した通知文を全農家へ配布する
など。
市ホームページ

R4当初（地）

26 単 － 通常交付金
会津地鶏販
売促進緊急
対策事業

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 3,447 3,447 3,447 

①新型コロナウイルス感染症対策として、感染症拡大防止に伴
う飲食店の営業自粛等による会津地鶏の需要減退により、在庫
が増加している会津地鶏生産者について、学校給食への食材と
しての提供を支援することで、会津地鶏生産者の営農継続をは
じめ、地産地消・食育の推進を図る。
②会津地鶏販売促進緊急対策事業補助金（過剰在庫を学校給
食へ提供する際の製品原価に対する補助）
③補助金3,447千円
（過剰在庫量）×（肉の部位ごとの製品原価）
もも肉：480ｋｇ×＠3,893円/kg＝1,868,640円
むね肉：385kg×＠3,236円/kg＝1,245,860円
ささみ肉：125kg×＠2,660円/kg＝332,500円
④会津地鶏生産者

－ － － － R4.4 R5.3 本市会津地鶏生産者における会
津地鶏出荷量990kg

対象となる学校向けの通知文や児
童・生徒向けには献立表により周
知するなど。
市ホームページ

R4当初（地）

27 単 － 通常交付金
会津馬肉需
要開拓緊急
対策事業

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 1,100 1,100 1,100 

①新型コロナウイルス感染症対策として、感染症拡大の影響を
受けている会津馬肉生産者の営農継続を支援するため、会津馬
肉を学校給食食材として活用することで、新たな需要を開拓し、
ブランド価値の維持向上と地産地消や食育の推進を図る。
②会津馬肉の学校給食提供に係る経費
③補助金1,100千円
馬バラ肉：500kg×2,200円/kg
④市内会津馬肉生産者

－ － － － R4.4 R5.3 本市会津馬肉生産者における会
津馬肉出荷量：500㎏

対象となる学校向けの通知文や児
童・生徒向けには献立表により周
知するなど。
市ホームページ

R4当初（地）

28 単 － 通常交付金

会津SAKEガ
チャプロジェク
ト事業補助金
（地場産業振
興事業費）

○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 26,369 26,369 26,369 

①新型コロナウイルス感染症対策として、コロナ禍において落ち
込んだ会津清酒の消費拡大を図るため、酒造業、飲食業、漆器
業、商工会議所等と連携し、飲食店利用者に対し、乾杯酒の無
償提供や、若者から高齢者に至るまでの市民や観光客等が楽し
んで参加できるガチャの仕組みを導入し、地場産品等の景品提
供を行う取組を行う。
②会津SAKEガチャプロジェクト事業補助金
③報償費（抽選会景品等）10,650千円、委託費（システム運用及
び事務作業業務委託）7,000千円、広報費（販促資材、チラシ作
成、SNS広告等）2,359千円、消耗品費（乾杯用日本酒代等）
5,400千円、通信運搬費（景品発送料等）960千円
④会津SAKEガチャプロジェクト実行委員会

－ － － － R4.4 R5.3

①飲食店利用者に対して提供した
乾杯酒（会津清酒）の数量（一升
瓶の本数：1,400本）
②参加飲食店の数（80店舗）

市政だより及びHP、SNS、参加飲
食店でのポスター掲出等により終
始

R4当初（地）

29 単 ○ 通常交付金

プレミアム商
品券事業補
助金（商業地
域活性化事
業費）

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 136,100 136,100 136,100 

①コロナ禍における原油価格や物価高騰による影響などもある
中、市民の日常生活等を支援するとともに、市内での消費を喚
起し、売上が減少する市内事業者を支援するため、コロナ禍に
おける原油価格・物価高騰対策として、プレミアム付き商品券を
発行する。
②プレミアム商品券事業補助金
③プレミアム商品券事業補助金136,100千円
商品券プレミアム分換金費120,000千円（商品券売上480,000千
円×25％）、事務費16,100千円（広報費1,980千円、印刷費5,600
千円、賃金4,400千円（200千円×2人×10ヶ月、200千円×2人×
1ヶ月）、委託費1,420千円、事務費等2,700千円（換金振込手数
料500円×4,000件、その他事務費700千円）
④会津若松商工会議所

－ － － － R4.4 R5.3 プレミアム消費券の換金率：90％
以上

市政だより及び独自HP等により周
知

R4当初（地）

30 単 － 通常交付金

ワーケーショ
ン推進事業
（観光振興事
業費）

○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 6,955 6,955 6,955 

①新型コロナウイルス感染症対策として、コロナ禍における新し
い働き方である「ワ―ケーション」需要の高まりを市場機会と捉
え、ワ―ケーションの推進により、市内宿泊施設や観光施設等
への入込数の増加を図り、観光関連事業者の支援につなげる。
②協議会への負担金の支出
③負担金6,955,000円
　委託料6,945千円（企業へのニーズ調査、モニターツアーの実
施、ワークショップの開催、実施計画の策定等）、事務費10千円
④会津若松市ワ―ケーション推進協議会

－ － － － R4.5 R5.3 ワ―ケーション推進企業数：100
社、500名

市HPで周知 R4当初（地）

31 単 － 通常交付金

ナイトタイムエ
コノミー推進
事業（国際観
光推進事業
費）

○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 4,400 4,400 4,400 

①新型コロナウイルス感染症対策として、ウィズコロナ・アフター
コロナの視点を踏まえ、本市観光の新たな魅力づくりのため、夜
間における新たな観光コンテンツを創出し、滞在型観光の推進と
観光消費額のさらなる向上を図るとともに、原油価格・物価高騰
等の影響を受けている事業者の支援につなげる。
②協議会への負担金の支出
③負担金4,400,000円
  委託料：4,400千円(「夜間のまちなか観光」にかかる音声ＡＲ等
導入・運用経費）
④会津若松市ナイトタイムエコノミー推進協議会

－ － － － R4.4 R5.3
音声AR利用者数：3,000人以上
極上のはしご酒利用件数：1,500件
以上

市政だより及び市HPで周知 R4当初（地）

32 単 － 通常交付金

鶴ヶ城誘客促
進事業（観光
施設事業特
別会計繰出
金）

○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 43,754 43,754 43,754 

①新型コロナウイルス感染症対策として、感染症の影響により、
大きく落ち込んだ本市観光入込の早急な回復を図るため、ウィ
ズコロナ・アフターコロナの視点を踏まえながら、本市観光のシ
ンボルである鶴ヶ城への観光誘客を促進し、鶴ヶ城を起点としな
がら、まちなかへの周遊や宿泊等を促進し、地域経済の活性化
を図ため、一般会計から観光施設事業特別会計に繰り出す費用
を交付対象経費とする。
②実行委員会への負担金の支出
③負担金43,754,000円
　（お濠でのボート体験事業委託料7,560千円、公園内での高所
観覧事業委託料4,920千円、光のアートプロジェクト事業委託
30,000千円、事業実施にかかる広告宣伝等1,274千円）
④2022鶴ヶ城誘客促進事業実行委員会

－ ○ － － R4.4 R5.3 天守閣登閣者数408,182人
施設利用料収入209,557千円

市政だより及び市HPで周知
https://www.city.aizuw
akamatsu.fukushima.jp/
docs/2021020400012/

R4当初（地）

33 単 － 通常交付金

都市計画情
報デジタル化
事業（都市計
画事務費）

○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 27,000 27,000 27,000 

①新型コロナウイルス感染症対策として、窓口による接触機会
の低減を目的として都市計画情報をデジタル化し、市ホーム
ページへ情報公開を行う。
②都市計画情報のデータベース化にかかる経費
③委託料27，000千円（用途地域のデジタル化25.7㎢、都市計画
道路のデジタル化25.7㎢、その他都市計画情報（風致地区、地
区計画、開発許可区域等）のデジタル化　2,580件、既存都市計
画図（1/2500）の公開用データへの変換　204.0㎢（68面）
④市民、事業者

－ － － － R4.4 R5.3 都市計画情報のデータベース化：
システム構築一式

市ホームページ、窓口にて周知 R4当初（地）

34 単 － 通常交付金

避難所感染
症対策備品
購入（防災対
策費）（当初
分）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 23,747 23,747 23,747 

①新型コロナウイルス感染症対策として、新型コロナウイルス感
染症がまん延する状況における、避難所内での感染症対策の
強化を図る。
②パーティション及び段ボールベッドの購入経費
③パーティション：12，161千円（17，300円×639張×1.1）
　段ボールベッド：11，586千円（8，300円×1，269台×1.1）
④市の指定避難所（20施設）

－ － － － R4.4 R4.12
指定避難所20ヶ所への整備数
パーティション639張及び段ボール
ベッド1，269台

市ホームページ R4当初（地）

35 単 － 通常交付金
可搬型給電
器購入（防災
対策費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 3,575 3,575 3,575 

①新型コロナウイルス感染症の影響下においては、分散避難が
有効とされており、避難所の数を確保するうえでも、地区の集会
所等、市の施設以外の施設を避難所として活用する必要性が高
まってきている。
そのような臨時の避難所においては給電設備が不十分であるた
め、停電発生時に備え電力源を用意する必要がある。市の保有
するプラグインハイブリッド車を電力源として用いる予定であり、
そのために付属設備として必要な可搬型給電器を購入する。
可搬型給電器の使用により電力源として機能するプラグインハ
イブリッド車は、電力源自らが自走できる点、またガソリンを要さ
ずに発電できる点で、通常の発電機に比して機動的な活用が可
能であると見込まれる。

②可搬型給電器の購入経費
③可搬型給電器3,575千円（650千円×5台×1.1）
④市の防災拠点及び避難所等

－ － － － R4.4 R5.3 避難所及び防災拠点等へ配置す
る備品数：可搬型給電器5台

市ホームページ R4当初（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称 総事業費

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

Ｃ ＤＢ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

事業
終期

事業
始期

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

予算区分
個人を対象
とした給付

金等
基金

特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付金の区
分

種類Ｎｏ

内
閣
府
利
用
欄

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

36 単 － 通常交付金

感染症対策
用品購入（生
涯学習総合
センター管理
運営費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 2,455 2,455 2,455 

①生涯学習総合センターにおける新型コロナウイルス感染症対
策として、消毒や飛沫防止のための消耗品を確保するとともに、
利用者の使用頻度が高いソファに関しては耐アルコールの材質
に変えることで、利用者の安心・安全の確保と新型コロナウイル
スの感染拡大防止を図る。
②感染拡大防止のための消耗品等の購入経費
③飛沫防止のための消耗品費
アルコール消毒液187千円（25缶×7,480円）、ペーパー布巾80千
円（8箱×10,000円）、ペーパータオル210千円（50箱×4,200円）、
ハンドソープ66千円（10箱×6,600円）、ビニール袋等の購入20千
円、会津図書館ソファ地張替1,892千円
④生涯学習総合センター

－ － － － R4.4 R5.3 来館者数の回復：前年度比10％
増加

館内掲示などにて周知
市ホームページ

R4当初（地）

37 単 － 通常交付金

収蔵美術作
品デジタル化
事業（収蔵美
術作品管理
活用経費）

○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 1,886 1,886 1,886 

①新型コロナウイルス感染症対策として、デジタルを活用した美
術作品の新たな鑑賞スタイルを創出し、３密を回避しながら、市
民が芸術に触れる機会づくりを推進する。
②収蔵美術作品デジタル撮影等業務委託料、プロポーザル選
考委員会選考委員謝礼
③収蔵美術作品デジタル撮影等業務委託料1,843,050円
（内訳）①美術作品のデジタル化1,183,050円（業務設計420,000
×1.1＝462,000円、撮影費用415,500×1.1＝457,050円、データ
加工120,000×1.1＝132,000円、収納作業85,000×1.1＝93,500
円、交通費35,000×1.1＝38,500円）、②動画制作660,000円（＠
200,000円×3×1.1＝660,000円）
プロポーザル選考委員会選考委員謝礼42,000円
（内訳）7,000円×3人×2回＝42,000円
④事業の対象：全市民

－ － － － R4.8 R5.3 公共施設等での再生回数420回 会津若松市ホームページ、会津若
松市市政だより

R4当初（地）

38 単 － 通常交付金

感染症対策
用品購入（庁
舎管理費）（5
月臨時分）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 19,929 19,929 19,929 

①市庁舎における新型コロナウイルス感染症対策の強化を図る
ため、必要となる感染対策物品を購入して配置する。
②二酸化炭素濃度測定器、アクリルパーテーション、サーキュ
レーター、足踏み式消毒スプレー用スタンド及びカウンター用マ
イク・スピーカーの購入に要する経費
③二酸化炭素濃度測定器：＠27,800円×128台×1.10＝3,914千
円、アクリルパーテーション（自立式・開口部あり）：＠6,890円×
412台×1.10＝3,123千円、アクリルパーテーション（自立式・開口
部なし）：＠6,890円×209台×1.10＝1,584千円、スライドパー
テーション（900mm×600mm×3mm）：＠6,590円×183台×1.10
＝1,327千円
　スライドパーテーション（600mm×600mm×3mm）：＠3,500円×
818台×1.10＝3,149千円、パネル用クランプ2個組：＠4,050円×
1,001セット×1.10＝4,459千円、サーキュレーター：＠6,750円×
140台×1.10＝1,040千円、足踏み式消毒スプレー用スタンド：＠
13,750円×73台×1.10＝1,104千円、カウンター用マイク・スピー
カー：＠8,645円×24台×1.10＝229千円
④市庁舎執務室及び会議室等

－ － － － R4.4 R5.3

庁内に配置する備品数
・二酸化炭素濃度測定器 128台
・アクリルパーテーション 1,622台
・サーキュレーター 140台
・足踏み式消毒スプレー用スタンド
73台
・カウンター用マイク・スピーカー
24台

市ホームぺージ R4補正（地）

39 単 ○ 通常交付金

住民税非課
税世帯等光
熱費助成事
業

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 15,000 15,000 15,000 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、住民税非
課税世帯等に対し、１世帯あたり光熱費支援として、５千円を助
成する。
②光熱費助成
③扶助費（光熱費助成）
（住民税非課税世帯　2,000世帯＋家計急変世帯　1,000世帯）×
5,000円＝15,000千円
④令和４年度住民税非課税世帯及び家計急変世帯

－ － ○ － R4.7 R5.3 対象となる全世帯への助成件数
約3,000世帯

市政だより、市ホームページ、生活
困窮相談時の案内等

R4補正（地）

40 単 ○ 通常交付金

地域交通事
業者緊急支
援金（地域公
共交通活性
化事業費）

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 18,567 18,567 18,567 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、市民及び観
光客等の交通手段の維持を図るため、原油価格・物価高騰や新
型コロナウイルス感染症の長期化、また首都圏等での緊急事態
宣言による人流の減少などの影響を受け経営に困窮している交
通事業者に対し、車両維持に係る固定費への支援を行なう。
②補助金
③ア）路線バス：8路線5,787千円、イ）貸切バス：78台5,460千円、
ウ）タクシー：183台7,320千円
④市内の地域交通事業者（一般旅客自動車運送事業者）

－ － － － R4.7 R4.11 旅客自動車運送事業に供される
車両台数：269台

・市ホームページに掲載
・該当見込の事業者に直接通知

R4補正（地）

41 単 － 通常交付金

感染症対策
用品購入（コ
ミュニティセン
ター運営費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,365 1,365 1,365 

①コミュニティセンターにおける新型コロナウイルス感染症対策
として、必要となる消耗品及び備品を購入し、感染拡大防止を図
る。
②感染対策消耗品及び備品の購入
③
　⑴消耗品　474千円
　　・アクリルパーテーション
　　　7,579円×36台＝272,844円
　　・サーキュレーター
　　　7,425円×27台＝200,475円
　⑵備品購入費　891千円
　　・二酸化炭素濃度測定器
　　　30,166.4円×27台＝814,492円
　　・足踏み式消毒スプレー用スタンド
　　　15,125円×5台＝75,625円
④行仁コミュニティセンター外8館

－ － － － R4.7 R5.3 購入した感染症対策消耗品及び
備品を配備する施設数：９館

コミュニティセンター内へのチラシ
等の掲示、予約時等における窓口
での利用案内など。
市ホームページ

R4補正（地）

42 単 － 通常交付金

投票用紙読
取分類機等
購入（一般事
務費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 8,668 8,668 8,668 

①選挙執行時における新型コロナウイルス感染症対策として、
必要な機器を購入し、投票所における接触機会の低減や、開票
所における事務従事者の削減と作業時間の短縮による感染拡
大防止を図る。
②③備品購入費　8,668千円
・投票用紙自動交付機　6台×253千円＝1,518千円
・投票用紙読取分類機　2台×2,530千円＝5,060千円
・読取分類機増設ユニット　2台×1,045千円＝2,090千円
④投票所及び開票所

－ － － － R4.7 R5.3

投票所及び開票所における感染
対策に取り組むための機器購入
数
・投票用紙自動交付機　6台
・投票用紙読取分類機　2台
・読取分類機増設ユニット　2台

市ホームページにより周知 R4補正（地）

43 単 － 通常交付金

障がい者相
談対応用品
購入（地域生
活支援事業
費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 183 183 183 

①新型コロナウイルス感染症対策として、感染症の影響下にお
ける障がいの特性に応じた市民への対応の強化を図るために
必要な物品の購入
②備品購入費
③聴覚障がい者相談用端末（iPadPro）＠86,182×1.1×1台、点
字ラベル作成器＠80,000×1.1×1台
④障がい者支援課内設置

－ － － － R4.7 R4.12
配置する備品数
・端末機1台
・点字ラベル作成器1台

市ホームページにより周知 R4補正（地）

44 単 － 通常交付金

感染症対策
用品購入
（ノーマライズ
交流館パオ
パオ管理運
営費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 151 151 151 

①公共施設における新型コロナウイルス感染症対策として、必
要な物品の購入
②感染防止用品
③二酸化炭素濃度測定器＠30,166×5台
④ノーマライズ交流館パオパオ

－ － － － R4.7 R4.8 配置する備品数
・二酸化炭素濃度測定器5台

施設内の掲示などにより周知す
る。
市ホームページにより周知

R4補正（地）

45 単 － 通常交付金

感染症対策
用品購入（老
人福祉事業
費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 106 106 106 

①デイサービスセンターにおける新型コロナウイルス感染症対
策として、足踏み式消毒スプレースタンド及び二酸化炭素濃度測
定器を配置し、感染拡大防止を図る。
②感染症対策物品の購入
③足踏み式消毒スプレースタンド　1台×15,125円
　二酸化炭素濃度測定器　3台×30,166円＝90,498円
④北会津デイサービスセンター

－ － － － R4.7 R4.8

配置する備品数
・足踏み式消毒スプレースタンド1
台
・二酸化炭素濃度測定器3台

利用者に対し、指定管理者より周
知する。
市ホームページにより周知

R4補正（地）

46 単 － 通常交付金

感染症対策
用品購入（ふ
れあいセン
ター運営費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 121 121 121 

①ふれあいセンターにおける新型コロナウイルス感染症対策と
して、二酸化炭素濃度測定器を配置し、適切な換気により感染
拡大防止を図る。
②感染症対策物品の購入
③二酸化炭素濃度測定器　4台×30,166円＝120,664円
④天神ふれあいセンター、河東園芸ふれあいセンター

－ － － － R4.7 R4.8

天神ふれあいセンター、河東園芸
ふれあいセンターに配置する備品
数
二酸化炭素濃度測定器4台

利用者に対し、指定管理者または
受託事業者より周知する。
市ホームページにより周知

R4補正（地）

47 単 － 通常交付金

感染症対策
用品購入
（ファミリー・
サポート・セン
ター事業費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 46 46 46 

①公の施設（旧倉田邸）で実施しているファミリー・サポート・セン
ター事業における新型コロナウイルス感染症対策として、事務所
においてエアロゾル感染防止対策を強化するために必要となる
物品を購入し配置する。
②サーキュレーター及び二酸化炭素濃度測定器の購入
③サーキュレーター：＠6,750円×2台×1.10＝14,850円
　二酸化炭素濃度測定器：＠27,424円×1台×1.10＝30,166円
④旧倉田邸

－ － － － R4.6 R5.3
旧倉田邸に配置する備品数：
サーキュレーター2台
二酸化炭素濃度測定器1台

市ホームページ R4補正（地）

48 単 － 通常交付金

感染症対策
用品購入（保
健センター運
営費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 287 287 287 

①各保健センターにおける新型コロナウイルス感染症対策とし
て、二酸化炭素濃度測定器及び足踏み式消毒スプレースタンド
を配置し、感染拡大防止を図る。
②感染症対策物品の購入
③二酸化炭素濃度測定器@27,424円×8台×1.1＝241,331円、
足踏み式消毒スプレースタンド@13,750円×3台×1.1＝45,375円
④保健センター、北会津保健センター、河東保健センター

－ － － － R4.7 R4.8

各保健センターの出入口及び各
居室に配置する備品数
二酸化炭素濃度測定器8台
消毒スプレースタンド3台

利用者に対し、施設内の掲示によ
り周知する。
市ホームページにより周知

R4補正（地）

49 単 － 通常交付金

濃厚接触者
等生活支援
事業（感染症
対策費）

○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 2,856 2,856 2,856 

①新型コロナウイルス感染症対策として、感染症患者のうち自
宅療養者および濃厚接触者について、保健所から自宅待機を要
請され、支援者がいないこと等により、生活に支障を来す方に対
し、食料品や日用品などの生活物資の提供を行う。
②③
生活支援業務委託料
利用件数121件/月×一人当たり生活支援金額＠2,360円×10カ
月
④新型コロナウイルス感染症患者のうち自宅療養者及び濃厚接
触者として、保健所から自宅待機を要請され、支援者がいないこ
と等により、生活に支障を来す方

－ － － － R4.4 R5.3
新型コロナウイルス感染症患者の
うち自宅療養者および濃厚接触者
の生活支援件数1,210件

県保健所と連携を図り、新型コロ
ナウイルス感染症患者で自宅療養
者および濃厚接触者に対し、書面
等により事業周知などを行う。
市ホームページ

R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称 総事業費

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

Ｃ ＤＢ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

事業
終期

事業
始期

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

予算区分
個人を対象
とした給付

金等
基金

特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付金の区
分

種類Ｎｏ

内
閣
府
利
用
欄

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

50 単 － 通常交付金
感染症対策
用品購入（農
業管理費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 272 272 272 

①農村環境改善施設における新型コロナウイルス感染症対策と
して、利用者が適切に換気等の対応ができるよう二酸化炭素濃
度測定器を整備する。
②二酸化炭素濃度測定器の購入
③30,166.4円×9台＝271,497円
④農村環境改善施設

－ － － － R4.7 R5.3 二酸化炭素濃度測定器の貸し出
し件数：500件

・農村環境改善施設にチラシの掲
示
 ・窓口での案内、市ホームページ

R4補正（地）

51 単 － 通常交付金
市産米粉消
費拡大緊急
対策事業

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 9,836 9,836 9,836 

①新型コロナウイルス感染症対策として、コロナ禍による外食需
要の減少や米の生産・供給過剰により本市産米の価格が下落し
ており、また次期作である令和４年産米価格も引き続き下落する
ことが懸念される。こうしたことから、米価下落の状態を緩和する
ため、市産米を米粉として利活用し供給過剰の状態の緩和を図
るとともに、市産米粉製品を学校給食向けに提供することで地産
地消の推進と意識の涵養を図る。
②市産米粉消費拡大緊急対策事業補助金：学校給食への米粉
パン提供に係る経費
③市産米粉消費拡大緊急対策事業補助金：9,836千円
米粉パン単価91.18円／個×児童・生徒・教職員数（令和４年４月
現在）8,989人×６か月（令和４年10月～令和５年３月）×２回／
月
④市内市立小・中学校の児童・生徒へ米粉パンを提供する公益
財団法人福島県学校給食会

－ － － － R4.7 R5.3

玄米消費量（米粉パンの提供によ
る使用米粉に係る玄米消費量）：
約8.5トン
【算式】
①米粉64g（米粉パン80g中の米粉
量）×8,989人×12回≒6,904ｋｇ
②使用精米量：①÷90％≒7,671ｋ
ｇ
③使用玄米量：②÷90%≒8,523ｋｇ

報道やＨＰを通じて事業内容を広く
周知するほか、対象となる児童・生
徒向けに米粉普及チラシを配布す
る等により周知する。

R4補正（地）

52 単 ○ 通常交付金

地域交通事
業者緊急支
援金（地域公
共交通活性
化事業費）
（原油価格高
騰対策分）

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 13,376 13,376 13,376 

①コロナ禍において、市民及び観光客等の交通手段の維持を図
るため、燃油高騰により運行経費が増大している交通事業者に
対し、令和４年度の運行継続を維持するため、燃料費の高騰分
を支援する。
②補助金
③ア）路線バス：8路線2,252千円、イ）貸切バス：78台6,998千円、
ウ）タクシー：214台4,126千円
④市内の地域交通事業者（一般旅客自動車運送事業者）

－ － － － R4.7 R5.3 旅客自動車運送事業に供される
車両台数300台

・市ホームページに掲載
・該当見込の事業者に直接通知

R4補正（地）

53 単 ○ 通常交付金

プレミアム商
品券事業補
助金（増刷
分）（商業地
域活性化事
業費）

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 86,480 86,480 86,480 

①コロナ禍における原油価格や物価高騰による影響が長引いて
いることから、市民の日常生活等を支援するとともに、低迷が予
測される消費マインドを喚起し、地域内の経済を活性化すること
で事業者を支援するため、コロナ禍における原油価格・物価高
騰対策として、プレミアム付き商品券を追加発行する。
②プレミアム商品券事業補助金（商品券プレミアム分換金費、事
務費等）
③プレミアム商品券事業補助金86,480千円
商品券プレミアム分換金費80,000千円（商品券売上320,000千円
×25％）、事務費6,480千円（印刷費1,200千円、賃金2,000千円
（200千円×1人×6ヶ月、200千円×2人×2ヶ月）、委託費1,980
千円、事務費等1,300千円（換金振込手数料500円×800件、引
換ハガキ郵送代63円×14,000件、コピー代等18千円）
④会津若松商工会議所

－ － － － R4.7 R5.3 プレミアム消費券の換金率：90％
以上

市政だより及び独自HP等により周
知

R4補正（地）

54 単 ○ 通常交付金
学校給食食
材購入支援
事業

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 13,739 13,739 13,739 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、急激に価格
が高騰している学校給食の食材の一部を現物支給することで、
保護者の負担を増やすことなく、円滑に学校給食を実施する。
②高騰相当分の食材購入費（教職員は除く）
③需用費（賄材料費）13,739千円
　全調理場の学校給食用麺　全校1回あたり572,458円×24回（７
月～１月）
④市立小学校、中学校、義務教育学校及び幼稚園（30施設）む
けに１７調理場において提供する学校給食

－ － － － R4.7 R5.1
学校給食用麺の提供回数：24回

各学校・給食センターの献立表に
て食材の一部補助を保護者などに
周知する。
市ホームページに掲載

R4補正（地）

55 補 － 通常交付金
学校保健特
別対策事業
費補助金

文部
科学
省

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 30,800 15,400 15,400 15,400 

（学校等における感染症対策等支援事業）
①教育活動を着実に継続するため、新型コロナウイルス感染症
対策として、必要な消耗品や備品を購入し、学校現場で迅速か
つ柔軟に対応できるようにする。
②消毒液や非接触型体温計等の保健衛生用品や、換気を徹底
するためのサーキュレーター等の購入経費。
③・小規模校　13,600千円（17校×800千円）
　・中規模校　10,800千円（9校×1,200千円）
　・大規模校　6,400千円（4校×1,600千円）
④市内小中学校　30校

－ － － － R4.3 R5.3 感染拡大防止に取り組む施設数
30校

市ホームページ等に掲載 R3補正（国）

56 単 － 通常交付金

手続きナビシ
ステム機能追
加（庁内情報
化推進事業
費）

○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 15,006 15,006 15,006 

①新型コロナウイルス感染症対策として、各窓口での申請手続
き等において、窓口に設置するタブレット端末及び市民のスマー
トフォン等の機器を利用し、電子的に申請・届出を受付を行うこと
で、窓口事務の効率化・高度化、及び窓口混雑の緩和を図り、コ
ロナ禍における安心・安全な手続きを目指す。※№２の対象窓
口の拡充に伴う端末機の増設
②システム改修等委託料・備品購入費・消耗品購入費・ソフトウ
エア使用料
③システム改修等委託2,750千円、備品購入費10,701千円（端末
機等　267,509円×40台）、消耗品購入費282千円（端末機用消
耗品　7,040円×40個）、ソフトウエア使用料1,273千円（表計算ソ
フト　24,475円×52本）
④申請手続きをする市民

－ － － － R4.10 R5.3 電子化する申請書数37帳票
市公式ホームページや市政だより
などで広報する。

R4補正（地）

57 単 － 通常交付金

トイレ手洗い
場自動水洗
化（庁舎等管
理運営費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 3,498 3,498 3,498 

①新型コロナウイルス感染症対策として、コミュニティセンターの
トイレ手洗い場の自動水栓化工事を行い、施設内における感染
拡大防止の徹底を図る。
②北会津トイレ衛生設備改修（自動水栓化）工事
③北会津トイレ衛生設備改修（自動水栓化）工事　3,180,000円×
1.10＝3,498,000円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④
北会津支所内トイレ7箇所

－ － － － R4.9 R5.3 自動水栓化工事個所：7か所 市ホームページ R4補正（地）

58 単 － 通常交付金

トイレ手洗い
場自動水洗
化（城北、日
新、城西）（コ
ミュニティセン
ター運営費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 858 858 858 

①新型コロナウイルス感染症対策として、コミュニティセンターの
トイレ手洗い場の自動水栓化工事を行い、施設内における感染
拡大防止の徹底を図る。
②工事費
③トイレ手洗い場自動水栓化工事
日新コミュニティセンター　57,200円/箇所×5箇所＝286,000円
城北コミュニティセンター　57,200円/箇所×6箇所＝343,200円
城西コミュニティセンター　57,200円/箇所×4箇所＝228,800円
④日新、城北、城西コミュニティセンターの3館

－ － － － R4.10 R5.3

下記コミュニティセンタートイレに
おける手動式水栓から自動水栓
への改修
・日新コミュニティセンター　5箇所
・城北コミュニティセンター　6箇所
・城西コミュニティセンター　4箇所

市ホームページ
利用者に対し、施設内の掲示によ
り周知する。

R4補正（地）

59 単 ○ 通常交付金

太陽光発電
設置等補助
金（環境都市
推進事業費）

○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 800 800 800 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、市民による
再生可能エネルギーの導入と効率的なエネルギー利用の促進
を図る。
②補助金
③住宅用太陽光発電システム等設置補助金
　　80,000円×10件＝800,000円
④自らの住宅に太陽光発電システムと住宅用蓄電池システム又
は電気自動車用受給電設備（VH2）を同時設置した市民

－ － － － R4.10 R5.3 補助金交付実績：10件
・市ホームページに掲載
・該当見込の事業者に直接通知

R4補正（地）

60

61 単 － 通常交付金

避難所感染
症対策備品
購入（防災対
策費）（9月補
正分）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 20,961 20,961 20,961 

①新型コロナウイルス感染症対策として、新型コロナウイルス感
染症がまん延する状況における、避難所内での感染症対策の
強化を図る。
②パーティション及び段ボールベッドの購入経費
③パーティション：11，405千円（20，250円×512張×1.1）
　段ボールベッド：9，556千円（8，500円×1，022台×1.1）
④市の指定避難所（3施設）

－ － － － R4.9 R5.3
指定避難所3ヶ所への整備数
パーティション512張及び段ボール
ベッド1，022台

市ホームページ R4補正（地）

62 単 － 通常交付金

感染症対策
用品購入（住
民基本台帳
事務費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 512 512 512 

①新型コロナウイルス感染症対策として、来庁者窓口において、
感染症対策備品を購入して配置する。
②感染症対策備品の購入
③パーテーション　98,384円　（22,360円×4枚×1.1）
　 空気清浄機　　413,600円　（94,000円×4台×1.1）
④市民課内設置

－ － － － R4.10 R5.3

・窓口の感染対策（パーテーション
設置）
・待合スペース等の感染対策（空
気清浄機4台設置）

市ホームページ
施設内での掲示

R4補正（地）

63 単 － 通常交付金

トイレ手洗い
場自動水洗
化（基幹集落
センター管理
運営費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 246 246 246 

①新型コロナウイルス感染症対策として、農村環境改善セン
ターのトイレ洗面器の自動水栓化工事を行い、施設内における
感染拡大防止の徹底を図る。
②工事費
③基幹集落センター洗面器自動水栓取替工事　4箇所 246千円
④基幹集落センター

－ － － － R4.10 R5.3

トイレ洗面器における手動式水栓
から自動水栓への改修
・基幹集落センター　4箇所
・北会津農村環境センター　2箇所
・河東農村環境改善センター　5箇
所

市ホームページ
利用者に対し、施設内の掲示によ
り周知する。

R4補正（地）

64 単 － 通常交付金

トイレ手洗い
場自動水洗
化（北会津農
村環境改善
センター管理
運営費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 134 134 134 

①新型コロナウイルス感染症対策として、農村環境改善セン
ターのトイレ洗面器の自動水栓化工事を行い、施設内における
感染拡大防止の徹底を図る。
②工事費
③北会津農村環境改善センター水栓自動化工事　2箇所
134千円
④北会津農村環境改善センター

－ － － － R4.10 R5.3

トイレ洗面器における手動式水栓
から自動水栓への改修
・基幹集落センター　4箇所
・北会津農村環境センター　2箇所
・河東農村環境改善センター　5箇
所

市ホームページ
利用者に対し、施設内の掲示によ
り周知する。

R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称 総事業費

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

Ｃ ＤＢ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

事業
終期

事業
始期

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

予算区分
個人を対象
とした給付

金等
基金

特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付金の区
分

種類Ｎｏ

内
閣
府
利
用
欄

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

65 単 － 通常交付金

トイレ手洗い
場自動水洗
化（河東農村
環境改善セン
ター管理運営
費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 226 226 226 

①新型コロナウイルス感染症対策として、農村環境改善セン
ターのトイレ洗面器の自動水栓化工事を行い、施設内における
感染拡大防止の徹底を図る。
②工事費
③河東農村環境改善センター洗面器自動水栓化工事　5箇所
226千円
④河東農村環境改善センター

－ － － － R4.10 R5.3

トイレ洗面器における手動式水栓
から自動水栓への改修
・基幹集落センター　4箇所
・北会津農村環境センター　2箇所
・河東農村環境改善センター　5箇
所

市ホームページ
利用者に対し、施設内の掲示によ
り周知する。

R4補正（地）

66 単 － 通常交付金

スケボーパー
ク及び屋外バ
スケットコート
整備（会津総
合運動公園
等施設改修
事業費）

○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 104,665 104,665 104,665 

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、会津総合運動
公園の利用者数は令和２年度において半減しており、特に屋内
施設の利用者減が著しい状況である。市民、特に子どもたちの
運動機会の減少が懸念されていることから、公園内において、
新たに、3密を回避し安全に活動できる屋外運動施設として、近
年、認知度が高まっているスケートボード場及び3X3バスケット
ボールコートの整備を行うことで、子どもたち等の運動機会の確
保、ストレスの緩和、居場所（遊び場）の提供等を図る。
②スケートボード場整備工事、屋外バスケットボールコート整備
工事に要する費用
③スケートボード場整備工事80,729千円、屋外バスケットボール
コート整備工事23,936千円
④会津総合運動公園

－ － － － R4.10 R5.3 会津総合運動公園の利用者数
10％増加

市HPに掲載 R4補正（地）

67
68
69

70 単 ○ 通常交付金

鉄道事業者
緊急支援金
（地域公共交
通活性化事
業費）

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 5,972 5,972 5,972 

①コロナ禍において利用者が大幅に減少する中、原油価格・物
価高騰の影響により経営が更に厳しくなっている第三セクター鉄
道事業者（会津鉄道株式会社及び野岩鉄道株式会社）に対し
て、県及び沿線自治体と協調して支援し、運行継続を図る。
②動力費・修繕費など原油価格・物価高騰の影響を受けている
経費
③各社３か年計画で定められた「燃料費」、「電力費」及び「修繕
費」等の計画値と想定される高騰額との差額分を県と沿線自治
体で負担。
（会津鉄道）
支援金総額（計画との差額分）　30,606千円
福島県：沿線３市町＝７：３（うち本市の割合　55.22％）より、市支
援額5,071千円
（野岩鉄道）
支援金総額（計画との差額分）　17,719千円
福島県：栃木県＝55：45
福島県：沿線３市町＝７：３（うち本市の割合　30.79％）より、市支
援額901千円
④会津鉄道株式会社、野岩鉄道株式会社

－ － － － R4.10 R5.3

輸送人員（令和４年度）
・会津鉄道　411,000人
・野岩鉄道　240,450人

・市ホームページに掲載
・該当見込の事業者に直接通知

R4補正（地）

71 単 ○ 通常交付金

会津牛生産
推進緊急対
策事業奨励
金（畜産振興
事業費）

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 6,600 6,600 6,600 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、新型コロナ
ウイルス感染症拡大やロシアのウクライナ侵攻等に起因する飼
料価格高騰等の影響を受けている本市畜産農家を対象に、肉
用子牛価格下落分について助成し、経営安定及び生産基盤の
維持を図る。
②会津牛生産推進緊急対策事業奨励金
③肉用子牛生産農家９戸の交付対象子牛頭数66頭×奨励金単
価100千円
④肉用子牛生産農家

－ － － － R4.9 R5.3

肉用子牛販売頭数：計66頭
<内訳（販売予定時期）>
・第一四半期（６月のみ）：９頭
・第二四半期：14頭
・第三四半期：20頭
・第四四半期：23頭

・当該見込の事業者に直接通知
・窓口での案内
市ホームページ

R4補正（地）

72 単 ○ 通常交付金

農業資材費
高騰緊急対
策補助金（農
業資材費高
騰緊急対策
事業費）

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 156,116 156,116 156,116 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、新型コロナ
ウイルス感染症拡大やロシアのウクライナ侵攻等に起因して、
農業関係の生産資材費全般が上昇し、本市農家の営農を圧迫
していることから、生産資材費（肥料を除く）上昇分について補助
し本市農家を支援する。
②農業資材費高騰緊急対策事業補助金及び事務費（郵券代・
振込手数料）
③○農業資材費高騰緊急対策事業補助金：154,640千円
水田：補助単価2,500円／10ａ×対象面積5,240.4515ha＝
131,011,288円、畑：補助単価2,500円／10ａ×対象面積
945.1235ha=23,628,088円
計154,639,376円
○事務費：1,476千円
・郵券代：事業概要・申請書送付1,336人×@140円＝187,040円、
交付決定通知送付1,336人×@84円＝112,224円（計300千円）
・振込手数料：1,336人×@880円＝1,175,680円（1,176千円）
④令和4年度において出荷販売する作物（基幹作のみを対象）を
水田又は畑で各30ａ以上作付けする農家

－ － － － R4.10 R5.2
当該事業による支援を通じて維持
される出荷販売する作物を作付け
するほ場面積（田畑）：6,186ha

農事組合長を通じ、事業内容を掲
載した通知文を全農家へ配布する
など。
市ホームページ

R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称 総事業費

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

Ｃ ＤＢ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

事業
終期

事業
始期

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

予算区分
個人を対象
とした給付

金等
基金

特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付金の区
分

種類Ｎｏ

内
閣
府
利
用
欄

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

73 単 － 通常交付金

感染症対策
用品購入（庁
舎等管理運
営費）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 264 264 264 

①新型コロナウイルス感染症対策として、庁舎玄関への非接触
型温度測定器の配置により、来庁者の発熱の有無を確認できる
環境を整備し、新型コロナウイルス感染の拡大防止を図る。
②感染症対策物品の購入
③非接触型温度測定器@240,000円×１台×1.1＝264,000円
④河東支所

－ － － － R4.9 R5.3 配置する備品数
・非接触型温度測定器1台

市ホームページ R4予備費（地）

74 単 － 通常交付金

感染症対策
用品購入（公
民館管理運
営費他）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 2,376 2,376 2,376 

①新型コロナウイルス感染症対策として、施設入口に非接触型
温度測定器を設置することで来館者が発熱の有無を自ら確認で
きる環境を整備し、利用者全体の安心・安全な公民館利用を確
保することを目的とする。
②非接触型温度測定器の購入経費
③地区公民館　2,376千円（9台×264千円）
④地区公民館　9館（1台×9館）

－ － － － R4.9 R5.3 備品の配置施設数：9館
・施設内にチラシを掲示
・市ホームページに掲載

R4予備費（地）

75 単 ○ 重点交付金

価格高騰重
点支援給付
金給付事業
（重点交付金
分）

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世

帯支援

152,795 152,795 152,795 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、住民税非
課税世帯以外の低所得世帯を対象に、物価高騰による負担を
軽減するため本市独自の支援を行う。
②給付金、消耗品費、郵券代、振込通知書作成業務委託料など
③消耗品費　550千円（500千円×1.1）
　役務費　1,484千円（4,000世帯を想定）
　確認書印字・折り作業委託　239千円
　振込通知書作成業務委託　522千円
　給付金　150,000千円（50千円×3,000世帯）
④・令和４年度住民税課税世帯のうち、均等割のみ課税されて
いる世帯
・令和４年度住民税非課税世帯のうち、住民税が課税されている
者の扶養親族等のみからなる世帯

－ － ○ － R4.11 R5.3 対象世帯への給付率：90％以上
・プッシュ型通知
・市政だよりへの掲載
・市ホームページへの掲載

R4補正（地）

76 単 － 通常交付金

価格高騰重
点支援給付
金給付事業
（通常交付金
分）

○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 50,000 50,000 50,000 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、住民税非
課税世帯以外の低所得世帯を対象に、物価高騰による負担を
軽減するため本市独自の支援を行う。
②給付金、消耗品費、郵券代、振込通知書作成業務委託料など
③給付金　50,000千円（50千円×1,000世帯）
④・令和４年度住民税課税世帯のうち、均等割のみ課税されて
いる世帯
・令和４年度住民税非課税世帯のうち、住民税が課税されている
者の扶養親族等のみからなる世帯

－ － ○ － R4.11 R5.3 対象世帯への給付率：90％以上
・プッシュ型通知
・市政だよりへの掲載
・市ホームページへの掲載

R4補正（地）

77 単 ○ 重点交付金

あいづっこ生
活応援特別
給付金給付
事業（重点交
付金分）

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

206,160 206,160 - - 206,160 - 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、食費等の
物価高騰に直面する子育て世帯の負担を軽減するため、市に住
民登録を有し、支給要件児童を養育する者を対象に、本市独自
の支援を行う。
②給付金、印刷・消耗品費、郵券代、振込通知書作成業務委託
料など
③消耗品費（印刷・事務用品）　　　　　　500千円
　役務費（通知、振込手数料）　　　　　3,460千円
　振込データ作成業務委託　　　 　　　　330千円
　振込通知書作成業務委託　　　　　　1,870千円
　給付金（20千円×児童10,000人）　200,000千円
④以下の１、２の支給要件対象児童を養育する、会津若松市に
住民登録のある者（父または母若しくは養育者）
　１．令和４年10月31日現在、会津若松市に住民登録おある平
成16年４月２日以降出生した児童
　２．初めての住民登録を会津若松市に行った令和４年11月１日
から令和５年３月31日までに出生した児童

－ － ○ － R4.11 R5.3 支給対象者への給付率：90％以
上

・積極支給対象者へのプッシュ型
通知
・要申請者への申請勧奨
・市政だよりへの掲載
・市ホームページへの掲載

R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称 総事業費

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

Ｃ ＤＢ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

事業
終期

事業
始期

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

予算区分
個人を対象
とした給付

金等
基金

特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付金の区
分

種類Ｎｏ

内
閣
府
利
用
欄

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

78 単 － 通常交付金

あいづっこ生
活応援特別
給付金給付
事業（通常交
付金分）

○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 160,000 160,000 160,000 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、食費等の
物価高騰に直面する子育て世帯の負担を軽減するため、市に住
民登録を有し、支給要件児童を養育する者を対象に、本市独自
の支援を行う。
②給付金
③給付金（20千円×児童8,000人）　160,000千円
④以下の１、２の支給要件対象児童を養育する、会津若松市に
住民登録のある者（父または母若しくは養育者）
　１．令和４年10月31日現在、会津若松市に住民登録おある平
成16年４月２日以降出生した児童
　２．初めての住民登録を会津若松市に行った令和４年11月１日
から令和５年３月31日までに出生した児童

－ － ○ － R4.11 R5.3 支給対象者への給付率：90％以
上

・積極支給対象者へのプッシュ型
通知
・要申請者への申請勧奨
・市政だよりへの掲載
・市ホームページへの掲載

R4補正（地）


